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第１節 母子保健関連事業 
 
１．母子保健対策事業 
（１）未熟児訪問事業 
    母子保健法では、出生体重が２５００ｇ未満の乳児を低体重児としており、未熟児は生理的に
未熟であり、疾病にもかかりやすいことから、同法第１９条により訪問指導を行い、必要な処置

を行った。 
桑 名 市 い な べ 市  

管 
内 
計 
 

桑 
名 
市 

多 
度 
町 

長 
島 
町 

北 
勢 
町 

員 
弁 
町 

大 
安 
町 

藤 
原 
町 

 
木 
曽 
岬 
町 

 
東 
員 
町 
 

総数      189 115 7 12 11 9 14 5 3 13 

要訪問児（A） 46 30 3 1 5 1 - 1 1 4 

（A）％ 24.3 26.0 42.8 8.3 45.4 11.1 - 20.0 33.3 30.7 

訪問実施件数(B)  90 63 - 1 5 3 8 4 1 5 

平 
成 
13 
年 
度 

（Ｂ）％    47.6 54.7 - 8.3 45.4 33.3 57.1 80.0 33.3 38.4 

総数      174 93 6 14 14 5 13 4 3 22 

要訪問児（A） 35 19 1 - 2 2 4 - - 7 

（A）％ 20.1 20.4 16.6 - 14.3 40.0 30.8 - - 31.8 

訪問実施件数(B)  40 26 - 3 - 3 2 - - 6 

平 
成 
14 
年 
度 

（Ｂ）％    23.0 28.0 - 21.4 - 60.0 15.4 - - 27.3 

総数      164 101 9 12 8 4 11 2 4 13 

要訪問児（A） 30 13 - - 4 - 5 - 1 7 

（A）％ 18.3 12.9 - - 50 - 45.5 - 25 53.8 

訪問実施件数(B) 47 34 - - 2 2 3 - - 5 

平 
成 
15 
年 
度 

（Ｂ）％    28.7 33.7 - - 25 50 27.3 - - 38.5 

総数      151    66 9 18 11 14 12 - 4 17 

要訪問児（A） 30 11 3 5 2 1 3 - 1 4 

（A）％ 19.9 16.7 33.3 27.8 18.2 7.1 25.0 - 25.0 23.5 

訪問実施件数(B) 38 16 4 4 - 1 1 7 3 2 

平 
成 
16
年 
度 

（Ｂ）％    25.2 24.2 44.4 22.2 - 7.1 8.3  75.0 11.8 

 
  注：要訪問児 出生時体重が2000ｇ以下の児 
  （ ）について   A･Bは総数に対する比率 
   訪問実施件数は、実件数。       
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（２）健やか親子支援事業                                                 
  ①事業の目的 
   心身の発達に問題を抱える子ども及び養育問題を持つ保護者とその子どもに対して、必要とす

る支援内容を明確化にし、状況に応じた適切な助言・指導を行い、養育問題の負担軽減を図る。

また関係機関との調整を図ることにより、地域で安心して生活できるよう支援する。 

   
  ②実施内容 
   （ア）面接相談 
    小児慢性特定疾患等の医療費給付申請時に面接を行い、保健師活動のＰＲを行うとともに家

族の抱える問題点の把握を行った。相談は長期療養児・手術が必要な児の保護者からが多く、

特に小児慢性特定疾患・育成医療等の医療費の補助に関する内容のものが多かった。 

    また、育児全般の相談を受け付けているが、心身の発達に問題を抱える子どもを持つ保護者

だけでなく、関係者からの相談も多い状況にある。そのため、不安等を持った保護者が多くの

関係機関に相談でき、地域で孤立しないよう、今後も関係機関への支援を行っていきたい。 

  （イ）家庭訪問 
    従来から行っている未熟児訪問については、今後も管内市町や医療機関等の関係機関と連携

しながら行っていきたい。 

    また、児童相談に直接保健師が関わることで、心身の発達に問題を抱える子ども及び保護者

に関わる機会が増えた。面接相談後等、個別フォローが必要であるケースへの支援の充実を今

後も行っていきたい。 

 妊産婦 乳児 幼児 未熟児 その他 

実件数  １  ５ ６  ３８ － 

延件数  １ ５ １１  ７７ － 

  （ウ）研修会・関係機関連絡会議 

    児童虐待への相談件数の増加と共に、養育に問題を持つ保護者からの相談への対応、関係機

関との連携が一層必要とされてきている。そこで、子どもに関わる関係者を対象とした研修会

を開催した。 

    虐待の早期発見・予防のために、個別ケースを通しての支援の方向性の検討を行い、今後も

関係機関との連携を深めていきたい。 

日  時 場  所 対  象 講  師 ・ 内  容 

16年  

11月30日 
桑名庁舎 

相談業務にたず

さわる者 

参加者：17人 

講師：岐阜県東濃こども相談センター             

           石田 公一 氏 

テーマ：性的虐待へのかかわり  

17年  

2月17日 

木曽岬町

ふれあい

ホール 

保育所・学校関係

者、民生員、保健

福祉関係者 

参加者：69人 

講師：名古屋市児童福祉センター 

           牧 真吉 氏 

テーマ：児童虐待の影響を受けている子ど

もへの対応 

   

  ③考察及び課題 

  個別のケースを通しての関係者との連携は深まりつつあるが、必要とされる支援に対して充分に 
 対応できていない。また、関係者自身がケース・保護者への対応に困難を感じることも多いため、  
 連携を深めるだけでなく、支援者がよりよい支援を行うための研修会の機会が必要である。 
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２．母子医療対策事業 
（１）育成医療 
 身体障害児にとっては、早期発見・早期治療はきわめて重要である。このため、児童福祉法第

２０条により、１８歳未満の児童で、このまま放置すれば将来日常生活にかなりの支障を残すと

見られる障害を有しているが、手術をすることで確実な治療効果の期待できるものに対し、医療

給付を行っている。 

 
 
 
 
 

総 
 
 
 
計 

肢 
体 
不 
自 
由 

視 
覚 
障 
害 

聴  機 
覚  能 
・  障 
平  害 
 衡 

音  機 
声  能 
言  障 
語  害 

先  障 
天  害 
 性 
 心 
 臓 

腎 
臓 
障 
害 

そ  臓 
の  障 
他  害 
 の 
 内 

平成13年度 １０２   １４   １５     ４   ３０   １４     １   ２４ 
平成14年度 １２０   １３   １２     ３   ３７   ２２     １   ３２ 
平成15年度 １２１ １６ １６ ７ ２８ ２０ ２ ３２ 
平成16年度 １５１   ２４   ２６     ２   ３５   ２４     ２   ３８ 
 
 平成16年度内訳 

桑名市 ８８   １８   １４     １   １６   １６     １   ２２ 
 多度町  ８   １   １ － －   ２ －   ４ 

桑

名

市  長島町   １２ １ ３ － ３ １ － ４ 
いなべ市   ２１   ４   ５ １   ４   ２ －   ５ 
木曽岬町 ４ －   １ －   ３ － － － 
東員町 １８ －   ２ －   ９   ３     １   ３ 
 
（２）養育医療 
  母子保健法第２０条により、身体の発育が未熟のまま出生し、正常児が出生時に有する諸機能

を得るに至っていないため、入院養育が必要と認められる１歳未満の乳児に対し、医療給付を行

っている。 
 

桑 名 市  
 
 

総 
 
 
計 

桑 
名 
市 

多 
度 
町 

長 
島 
町 

い 
な 
べ 
市 

木 

曽 

岬 
町 

東 

員 
町 

平成12年度  48  32   1   1 9   3   2 

平成13年度  54  35   2   2 9   2   4 

平成14年度    36    18 - 2 8 - 8 

平成15年度    37    19 - - 8 2 8 

 
 
 
 
 
 
 

平成16年度 30 17 1 2 4 1 5 
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（３）小児慢性特定疾患治療研究事業 
  小児慢性疾患のうち特定疾患については、治療が長期にわたるため、医療費の負担が高額となる。 
 これを放置することは、児童の健全な育成を阻害することとなるため、小児慢性特定疾患の治療研

究事業を行い、もってその研究を推進し、その医療の確立と普及を図り、併せて患者家庭の医療費の

負担軽減を図る。 
 

桑名市      
         市 町 別 
 
疾 患 別 

  
総 
 
 
計 

桑 
名 
市 

多 

度 
町 

長 

島 
町 

 
い 
な 
べ 
市 

 
木 

曽 

岬 
町 

 
東 

員 
町 

   平 成 １３ 年 度   159  83  5  13 33   7  18 

   平 成 １４ 年 度   174  94  6   13   36   6   19 

   平 成 １５ 年 度 194 113 7 13  36 5    20 

  平 成 １６ 年 度 199 137   1 2 33 5 21 

 悪 性 新 生 物 51   29 1  1  10  2  8  

 慢 性 腎 疾 患 13   8  －  －  5 －  －  

 ぜ  ん  そ  く 1    1  － －  － － －  

 慢 性 心 疾 患    2   1  －  －  －  1  － 

 内 分 泌 疾 患 98   74  － －  13 1 10  

 膠    原    病     4   2  －  －  1  1  － 

 糖    尿    病     6   4  －  －  1  －   1 

 先天性代謝異常    12   10  － －   1 － 1 

 血友病等血液疾患 12  8   － 1   2 － 1 

 
 
 

16 
年 
度 
内 
訳 

 神経 ・ 筋疾患    －   －  －  －  －  －  － 

 
 
（４）特定不妊治療費助成事業 
   不妊治療のうち、体外受精及び顕微受精（以下「特定不妊治療」という）については、１回の治                 

療費が高額であり、経済的負担が重いことから、十分な治療が受けられず、望んでいるにも関わ 
   らず子どもに恵まれない方も少なくない。このことにより、平成１６年度から特定不妊治療に要 
   する費用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図った。  
 

    実件数 

平成１６年度    ４１件 
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第２節 精神保健福祉対策事業

１．精神障害者地域生活支援事業

（１）精神障害者保健福祉手帳交付事業

年 度 末 級 別 内 訳

人 員 １ 級 ２ 級 ３ 級

平成 年度 ３８４ ８５ ２５６ ４３14
平成 年度 ４５７ ８７ ３２０ ５０15
平成 年度 ５６８ １０８ ４０３ ５７16
桑名市 ４０８ ７４ ２９８ ３６平

成

いなべ市 ９２ １９ ６２ １１16

度

木曽岬町 １６ １ １３ ２内

訳

東員町 ５２ １４ ３０ ８

（２）精神障害者保健福祉相談指導事業

在宅の精神障害者及びその家族に対し、社会復帰の促進や自立と社会参加の促進の

ための相談を行った。

区分 面接件数 訪問件数 電話件数

年度 実人員 延人員 実人員 延人員 延件数

平成１４年度 ９４ １８２ ５２ １２８ １，３２４

平成１５年度 ９８ ２０１ ４９ ８９ １，０２６

平成１６年度 ９８ １４２ ４２ ６３ ８１９

２．精神障害者社会復帰推進事業

（１）精神障害者社会参加支援事業

ア．生活訓練（デイケア）

、 。在宅の精神障害者の生活自立を目指し 社会復帰を促進するために活動を行った

区分 月別 総数 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １ ２ ３10 11 12
平成 年度 ９14 315 25 24 26 30 37 22 23 26 36 23 36

15 275 15 30 32 18 33 20 29 23 20 20 12 23平成 年度

16 327 37 22 23 36 24 20 22 19 49 26 20 29平成 年度

内訳 回 数 参 加 事 業 結 果

年度 社会復帰 中 断 継 続

平成 年度 ２５ ３０ ２ ２ ２６14
平成 年度 ２７ ２１ １ １ １９15
平成 年度 ２７ １９ １ － １８16



- 35 -

イ．フリースペース（ホワイトルーム）

在宅精神障害者が自由に集い、過ごせる場所を提供し、精神障害者同士の交流

を図った。

開催回数：週２回 年８９回

参加者数：延べ ７４３名

ウ．啓発広報

○精神保健福祉講座（ボランティア養成講座）

目的：精神障害者に対する誤解や社会的偏見を是正し、精神障害者の社会復帰及

び社会参加に対する地域住民の関心と理解を深める。

開催回数：１クール ７回 年１クール開催

参加者数：延べ １３１名

内容：精神保健福祉に関する講義・体験実習等

エ．地域支援ネットワークづくり

○精神保健福祉担当者研修会

目的：精神保健福祉に関わる関係者の資質の向上を図るとともに各機関の役割

について学ぶことで支援ネットワークの充実を図る。

実施年月日：平成１７年１月１３日

対象：精神保健福祉関係職員

参加者数：１０４名

内容：講演会

テーマ「人格障害へのかかわりについて」～支援で燃えつきないために～

講師 三重県こころの健康センター 医師 臼井 卓士 先生

○精神保健福祉業務連絡会議 ：月１回（年１２回）

定期的な連絡会議を開催し精神保健福祉に関わる関係機関との連携強化を図っ

た。

○精神保健福祉ボランティアへの支援

精神障害者の支援体制整備のため （精神保健福祉ボランティア）との協働NPO
体制の強化に努めた。

・精神保健福祉ボランティア定例会への参加： 月１回

・精神保健福祉ボランティア主催の精神障害者サロン（月１回）への技術支援

（２）精神障害者共同（小規模）作業所運営費補助事業

在宅精神障害者に対し、集団による作業訓練及び生活指導等を行い、その社会復帰、

社会参加の促進及び精神障害者の社会的自立と福祉の向上を図る共同（小規模）作業

所に対し経費を支弁する市町村に補助を行った。

補助作業所数 補助金〈千円〉

平成 年度 １ ３，６４３14
平成 年度 １ ３，６４３15
平成 年度 １ ３，６４３16
作 業 所 名 ワークルーム桑友（桑名市）
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（３）精神障害者社会復帰施設運営費補助金

精神障害者社会復帰施設を運営する者に対し、その運営に要する経費の一部を補助す

ることにより、精神障害者の地域社会における社会適応訓練の場を確保し、社会復帰の

促進を図った。

年 度 金 額 千円 補 助 事 業 者〈 〉

３７，５３３ 医療法人北勢会 生活訓練施設「あじさい」

「 」２０，５４４ 医療法人北勢会 地域生活支援センター アジサイ

１９，１１９ 医療法人北勢会 福祉ホームＢ型「てまり花」

平成 年度 １９，１１９ 医療法人康誠会 福祉ホームＢ型「ＴＯＵＩＮ」14
１人・１２月 社会福祉法人晴山会 知的障害者通所授産施設（ ）

１，１２０ 「バンブーハウス （授産施設相互利用）.440 」

３８，２１２ 医療法人北勢会 生活訓練施設「あじさい」

「 」２２，２６６ 医療法人北勢会 地域生活支援センター アジサイ

１９，００６ 医療法人北勢会 福祉ホームＢ型「てまり花」

平成 年度 １９，００６ 医療法人康誠会 福祉ホームＢ型「ＴＯＵＩＮ」15
１人・１２月 社会福祉法人晴山会 知的障害者通所授産施設（ ）

１，１０２ 「バンブーハウス （授産施設相互利用）.800 」

３８，０００ 医療法人北勢会 生活訓練施設「あじさい」

「 」２２，０２８ 医療法人北勢会 地域生活支援センター アジサイ

１８，８０７ 医療法人北勢会 福祉ホームＢ型「てまり花」

平成 年度 １８，８０７ 医療法人康誠会 福祉ホームＢ型「ＴＯＵＩＮ」16
１人・１２月 社会福祉法人晴山会 知的障害者通所授産施設（ ）

１，１０２ 「バンブーハウス （授産施設相互利用）.800 」

（４）精神障害者通院患者リハビリテーション事業

精神障害者を一定期間事業所に通わせ、集中力、対人能力、仕事に対する持久力、環

境適応能力等の涵養を図るための社会適応訓練を行い再発防止と社会的自立を促進し、

もって精神障害者の社会復帰を図った。

（ ）年 度 奨励金（千円） 協 力 事 業 所 訓練人数・月数・人数

５９４ （有） フジタ （ 人・ 月・ 日 ）1 12 298 ）

２０６ （株）瀬古製作所 （ 人・ 月・ 日）1 9 103
平成 年度 １５８ （有）加藤商店 （ 人・ 月・ 日） ）15 1 8 79

４３８ （有）ちなみ鍍金工業所（ 人・ 月・ 日）1 12 219
１００ （有） イワタ （ 人・ 月・ 日）1 6 50
４５０ （有） フジタ （ 人・ 月・ 日）1 9 225
２４２ （株）瀬古製作所 （ 人・ 月・ 日）1 12 121

平成 年度 １４７ （有）加藤商店 （ 人・ 月・ 日）16 1 12 73.5
４８０ （有）ちなみ鍍金工業所（ 人・ 月・ 日）1 12 240
１２ （有） イワタ （ 人・ 月・ 日）1 2 6
５２ （株）金星堂 （ 人・ 月・ 日）1 2 26
－ 桑名工業（株） （ 人・ 月・ 日）1 0 0
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３．精神保健医療対策事業

（１）通院医療費公費負担事務
（審査月別申請件数）

合 計 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 月 月 月 １月 ２月 ３月10 11 12
14 802 67 60 72 50 38 59 47 92 70 59 83 105平成 年度

15 1,150 116 145 78 79 97 100 93 37 137 74 61 133平成 年度

16 1,138 101 91 104 82 56 94 90 68 134 136 98 84平成 年度

（年度末人員数）

市 町 名 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

桑 名 市 ７６８ ９０３ １、３４３

（多度町） ６２ ５３ ―

（長島町） １１８ １３２ ―

木曽岬町 ５３ ６１ ６７

いなべ市 ― ３５３ ４１４

（北勢町） １０５ ― ―

（員弁町） ５２ ― ―

（大安町） １０６ ― ―

（藤原町） ５８ ― ―

東 員 町 １２８ １８２ ２３２

合 計 １，３１８ １，７０１ ２，０５６

（２）精神保健措置事業
区分 申 請・通 報 件 数 指定医診察結果 保護申請に基づく調査によ

り

年度 計 法 法 法 条 条 他の福祉 指定医診 そ の23 2 4 2 5 26 29 29
条 条 条 条 の 該 当 非該当 施設 察不要 他

２

平成 年度 ５ １ ４ － － ４ １ － － －14
平成 年度 ６ － ６ － － ４ ２ － － －15
平成 年度 － － － － － －16 4 4 3 1

( 年 月 日現在)（３）疾患別措置入院者の状況 H17 3 31
疾患別 総 統 そ 心 非 精 て 知 神 ア 性 そ

合 う 因 ん 的 経 ル 精

失 う 反 定 神 か 障 衰 コ 神 の

調 つ 応 ん 害 弱 ｜ 病

市町別 数 症 病 型 病 ル 他

男 ２ １ １ － － － － － － －

総 計 女 １ － － － － － － － １ －

計 ３ １ １ － － － － － １ －
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第３節 難病対策関係事業

１．難病在宅ケア事業

（１）事業の目的

難病患者及び家族に対し、医療と日常生活にかかる相談、指導、助言を行うことで

疾病や療養などに対する不安の軽減を図り、 (生活の質）の向上につなげる。QOL
（２）対策の選定理由

難病は原因不明、予後不良の疾患であり、患者及び家族におよぼす精神的・身体的

経済的負担が大きく、在宅ケアにおいて様々な問題を引き起こしている。在宅難病患

者が地域で安心して暮らしていけるよう患者・家族の交流、専門医や関係機関等との

連携を図り基盤整備をしていく。

（３）事業の内容

① 在宅療養支援計画策定・評価事業

在宅難病患者は病気の進行状況により、介護保険や福祉のサービスを変更をして

していく必要がある。訪問後はケアマネージャーや訪問看護ステーションなど関係

機関と連絡をとり、情報交換を行い支援の方向性を確認していった。

② 医療相談

患者・家族の療養上の不安・悩みを解消し、当事者同志の交流を図ることで、

（生活の質）の向上を目指すことを目的に実施した。QOL
［神経難病医療相談］

実施年月日：平成１６年１０月７日

対象者 ：特定疾患受給者

（多発性硬化症、重症筋無力症、筋萎縮性側索硬化症、脊髄

小脳変性症、多系統萎縮症、パーキンソン病関連疾患）

内 容 ：個別相談

医療相談、リハビリ相談

参加者 ：患者３名、家族７名、関係者１名

③ 新規面接の充実

保健師が在席中は新規申請者の面接を行い生活支援・指導をした。特に神経難

病患者は初回訪問基準票を用い家庭訪問につなげた。

平成１６年度新規申請状況 １１０件 （重症 １０件）

④ 家庭訪問の充実

筋萎縮性側策硬化症、脊髄小脳変性症、多系統萎縮症、パーキンソン病関連疾患

等の神経難病重症患者を中心に継続訪問を実施した。新規申請者については訪問に

により早期に福祉サービスにつなげ患者のＱＯＬ（生活の質）の向上を図った。

平成１６年度訪問実数 延べ４１件

⑤ ＱＯＬ教室

患者同士が集い、交流会を行なうことで、閉じこもりを防ぎ患者の生活拡大を促

進しＱＯＬの向上を図るためパーキンソン関連疾患患者・家族交流会を開催した。
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その他、四日市・鈴鹿保健福祉部と合同で潰瘍性大腸炎・クローン病・網膜色素

変性症患者・家族交流会を実施した。交流会では盛んな情報交換が行われた。

１．パーキンソン病関連疾患患者交流会

平成１６年 ５月１１日 ピクニック 参加者数 ８名

平成１６年 ６月２２日 リハビリ教室 参加者数 １９名

平成１６年１１月 ８日 茶話会 参加者数 １１名

平成１７年 ３月 ８日 来年度の交流会について 参加者数 ９名

２．潰瘍性大腸炎患者交流会

実施年月日：平成１６年１２月 ７日

対 象 者：特定疾患受給者

内 容： 潰瘍性大腸炎患者の食事について」「

交流会（グループワーク）

参 加 者（桑名管内のみ ：３５名（１１名））

３．クローン病患者交流会

実施年月日：平成１６年１２月１４日

対 象 者：特定疾患受給者

内 容： クローン病患者の食事について」「

交流会（グループワーク）

参 加 者（桑名管内のみ ：１２名（４名））

４．網膜色素変性症患者交流会

実施年月日：平成１６年１１月２２日

対 象 者：特定疾患受給者

内 容：福祉制度・便利グッツの紹介

交流会（グループワーク）

参 加 者（桑名管内のみ ：１３名（２名））

⑥ 関係者研修会

ケアマネージャー、ヘルパー、訪問看護師等、難病患者の関わっている職種は多

く、関係者を対象に研修会を開催した。

実施年月日：平成１７年 １月１７日

対 象 者：関係職員（市町保健福祉関係・社会福祉協議会・介護保険事

業所関係職員・訪問看護ステーション）

内 容：講演「介護保険時代に求められる難病患者への関わり」

～神経難病を中心とした支援について～

講師 大阪難病医療情報センター 医師

参 加 者（桑名管内のみ ：８９名（１５名））
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２．特定疾患治療研究事業

 市 町

疾 患 別 桑 名 市  いなべ市 木曽岬町 東 員 町 

平成１６年度 836（120） 512（83） 208（26） 27  （-） 89 （11）
1  ベーチェット病 29    （9） 16 （6） 12 （2） - 1 (1)

2  多発性硬化症 20    （6） 8 （1） 7 （4） - 5 (1)

3  重症筋無力症 15    （1） 7 3 （1） 3 2

4  全身性エリテマトーデス 77    （1） 51 （1） 13 3 10

5  スモン 1    （1） 1 （1） - - -

6  再生不良性貧血 20 14 3 1 2

7  サルコイドーシス 17    （1） 8 （1） 5 - 4

8  筋萎縮性側索硬化症 8    （4） 5 （3） 3 （1） - -

9  強皮症、皮膚筋炎又は多発性筋炎 70    （1） 42 （1） 18 2 8

10  特発性血小板減少性紫斑病 31 17 11 2 1

11  結節性動脈周囲炎 5    （2） 5 （2） - - -

12  潰瘍性大腸炎 149    （1） 92 （1） 34 7 16

13  大動脈炎症候群 5 4 - - 1

14  ビュルガー病 5 2 2 1

15  天疱瘡 9 7 2 - -

16  脊髄小脳変性症 22 (14) 13   (9) 5 (2) - 4 (3)

17  クローン病 38 31 7 - -

18  難治性の肝炎のうち劇症肝炎 - - - - -

19  悪性関節リウマチ 12   (5) 8   (5) 3 - 1

20  パーキンソン病関連疾患 108  (33) 69 (25) 27   (8) 3 9

21  アミロイドーシス 1 1 - - -

22  後縦靱帯骨化症 48  (12) 20 (6) 21 (5) - 7  (1)

23  ハンチントン舞踏病 1   (1) 1 (1) - - -

24  ウィリス動脈輪閉塞症 17   (1) 12 3 - 2  (1)

25  ウェゲナー肉芽腫症 2   (1) 1  (1) - - 1

26  特発性拡張型（うっ血型）心筋症 22   (1) 11  (1) 8 - 3

27  多系統萎縮症 16   (9) 10   (5) 3  (1) - 3  (3)

28  表皮水疱症（接合部型及び栄養障害型） 1 1 - - -

29  膿疱性乾癬 3 1 1 - 1

30  広範脊柱管狭窄症 5   (1) 3 2   (1) - -

31  原発性胆汁性肝硬変 21   (1) 15  (1) 4 1 1

32  重症急性膵炎 - - - - -

33  特発性大腿骨骨頭壊死症 11 8 1 1 1

34  混合性結合組織病 7 2 2 1 2

35  原発性免疫不全症候群 - - - - -

36  特発性間質性肺炎 7   (7) 6  (6) - - 1   (1)

37  網膜色素変性症 30   (7) 18  (6) 8  (1) 2 2

38  プリオン病 - - - - -

39  原発性肺高血圧症 2 1 - - 1

40 神経線維腫症 - - - - -

41 亜急性硬化性全脳炎 - - - - -

42 バット・キアリ症候群 1 1 - - -

43 突発性慢性肺血栓塞栓症 - - - - -

44 ライソゾーム病（ファブリ―病含む） - - - - -

45 副腎白質ジストロフィー - - - - -

 〔（ ）の数字は重症者数〕

内 訳
総 数

いわゆる難病のうち特定疾患は治療がきわめて困難であり、長期の療養を要し、かつ、その医療費も高額であ
るので、これらの患者の自己負担を軽減し、治療の促進を図ることを目的 として医療給付を行っている。
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